
R07年国調 257,600 人

R02年国調 264,642 人  

増減率 -2.7 ％

R8.1.1 257,840 人 第１次 面積 41.72 K㎡

R7.1.1 259,158 人 人口密度 6,343 人
増減率 -0.5 ％ 新産 ×

第２次 工特 ×

低開発 ×

決算額 構成比 経常一般財源等 構成比 産炭 ×

42,078,100 31.4 38,499,654 56.6 第３次 山振 ×

458,050 0.3 458,050 0.7 離島 ×     （千円）     （千円）

104,058 0.1 104,058 0.2 過疎 × 133,917,063 126,597,935

467,025 0.4 467,025 0.7 半島 × 131,042,714 124,326,820

712,211 0.5 712,211 1.0 首都 × 2,874,349 2,271,115
7,037,954 5.3 7,037,954 10.3 近畿 〇 862,829 473,316

- - - - 中部 × 2,011,520 1,797,799

- - - - 市町村圏 × 213,721 1,763,114

- - - - 構成比 超過課税分 特定農山村 × 1,390,062 38,305

- - - - 91.5 財政再建 × 458,600 729,100

132,677 0.1 132,677 0.2 91.5 指数表選定 〇 - 
915,494 0.7 915,494 1.3 44.4 財源超過 × 2,062,383 2,530,519

295,848 0.2 295,848 0.4 0.9

19,287,933 14.4 18,682,790 27.5 36.4

18,682,790 14.0 18,682,790 27.5 1.8

605,143 0.4 - - 5.3

71,489,350 53.4 67,305,761 98.9 41.7

26,227 0.0 26,227 0.0 41.0

724,116 0.5 - - 1.1

1,044,232 0.8 424,494 0.6 0.1
498,368 0.4 11,014 0.0 1.0

37,655,154 28.1 - - 4.3

62,336 0.0 62,336 0.1 - 

11,634,047 8.7 - - - 議員公務災害 × し尿処理 × R5.6.1

616,835 0.5 91,758 0.2 - 非常勤公務災害 × ごみ処理 ○ R5.6.1

1,692,951 1.3 - - 8.5 退職手当 × 火葬場 〇 R5.6.1

756,190 0.6 - - 8.5 事務機共同 × 常備消防 × R6.4.1

2,271,115 1.7 - - 0.0 税務事務 × 小学校 × R6.4.1

1,512,342 1.1 119,458 0.2 - 老人福祉 × 中学校 × R6.4.1
3,933,800 2.9 - - 8.5 伝染病 × その他 〇

- - - - - 
- - - - - 

- - - - - 
133,917,063 100.0 68,041,048 100.0 100.0

36,625,564 35,213,074

55,307,658 52,588,989

46,791,159 44,954,842

決算額 構成比 充当一般財源等 （Ａ）の充当一般財源等 65,473,949 63,103,183

20,348,170 15.5 18,208,681 469,899 0.68 0.69

13,078,484 10.0 12,185,230 7,611,653 3.1 2.8

52,451,694 40.0 14,814,037 31,250,392 103.9 103.3

8,711,206 6.7 8,475,317 8,103,393 10.8 11.2

元利償還金 8,689,435 6.7 8,453,546 143,023 実質赤字比率（％） - - 

一時借入金利子 21,771 0.0 21,771 157,960 連結実質赤字比率（％） - - 

81,511,070 62.2 41,498,035 439,725 実質公債費比率（％） 1.7 2.3

14,525,140 11.0 9,857,324 6,538,022 将来負担比率（％） - - 

465,020 0.4 459,527 3,051,945 財調 9,212,582 7,822,519

11,629,446 8.9 10,513,992 9,626,213 減債 - - 

1,088,395 0.8 827,160 - 特定目的 7,581,833 7,200,198

11,938,613 9.1 9,463,464 8,475,317 79,763,755 84,157,724

2,434,560 1.9 1,382,712 - 63,897,599 68,222,480
1,083,864 0.8 593,651 - 物件等購入 383,931 3,264,675

- - - 75,867,542 保証・補償 - - 

7,455,001 5.7 2,098,837 424,946 その他 19,380,896 17,258,975

461,074 0.4 422,315 千円 △ 90,324 実質的なもの - - 

普通建設事業費 7,455,001 5.7 2,098,837 30,762 450,166 377,555

　うち補助 3,025,004 2.3 113,658 96.8 ％ % 44,024 - - 

　うち単独 4,429,997 3.4 1,985,179 合  計 99.6：98.7 99.6：98.6

災害復旧事業費 - - - 

失業対策事業費 - - - 

131,042,714 100.0 75,867,542 千円
保険給付費 392

※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。

※普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

※産業構造の比率は、分母を就業人口総数とし、分類不能の産業を除いて算出。

※住民基本台帳法の改正により、住民基本台帳登載人口については、外国人住民を含む。

令和７年度 人　口

産 業 構 造

指定団体等
の指定状況

都道府県名

0.9

団体名

市町村類型区分 ２年国調 ２７年国調 中核市

27 2124

決 算 状 況
住民基本
台帳人口

836 983

0.8
 地方交付税種地 1-6

大阪府 八尾市

                        歳  入  の  状  況 （単位　千円・％）
30,482 31,799

28.7 30.3

区　分

収
 
支
 
状
 
況

区　分地方税 74,736 72,173 令和７年度 令和６年度

地方譲与税 70.5 68.8

利子割交付金 歳入総額

配当割交付金 歳出総額

株式等譲渡所得割交付金 歳入歳出差引
地方消費税交付金 翌年度に繰越すべき財源　

ゴルフ場利用税交付金
   市  町  村  税  の  状  況     （単位　千円・％）

実質収支

特別地方消費税交付金 単年度収支

自動車取得税交付金 区　分 収入済額 積立金

軽油引取税交付金 普通税 38,495,667 631,460 繰上償還金

自動車税環境性能割交付金 　法定普通税 38,495,667 631,460 積立金取崩し額 - 
法人事業税交付金 　　市町村民税 18,688,843 631,460 実質単年度収支

地方特例交付金 　　　個人均等割 385,316 - 
区　分 職員数（人）地方交付税 　　　所得割 15,310,887 - 

　普通交付税 　　　法人均等割 782,529 - 

631,460
一
般
職
員
等

一般職員

交通安全対策特別交付金 　うち純固定資産税 17,257,541 - 　うち技能労務員

使用料 　うち環境性能割

1,652

（一般財源計） 固定資産税 17,535,557 - 　うち消防職員 262

　特別交付税 　　　法人税割 2,210,111

225

分担金・負担金 軽自動車税 461,235 - 教育公務員 35

38,062 - 臨時職員 - 

- 
一部事務組合加入の状況 特別職等 定　数

手数料 　うち種別割 423,173 - 合　計 1,687

適用開始年月日
一人当たり平均給料
(報酬)月額(百円)国有提供交付金 鉱産税 - - 

国庫支出金 市町村たばこ税 1,810,032

2 6,960

都道府県支出金 特別土地保有税 - - 市区町村長 1

3,582,433 - 教育長 1

7,070

財産収入 法定外普通税 - - 副市区町村長

6,545

繰入金 法定目的税 3,582,433 - 議会議長 1 7,000

寄附金 目的税

26 6,100

繰越金 　　　入湯税 3,987 - 議会副議長 1

3,578,446 - 

6,500

諸収入 　　　事業所税 - - 議会議員

　うち減収補てん債特例分 　　　水利地益税等 - - 

地方債 　　　都市計画税

　うち猶予特例債 法定外目的税 - - 

　うち臨時財政対策債 旧法による税 - - 
区　分 令和7年度（単位千円） 令和6年度（単位千円）

歳 入 合 計 合　計 42,078,100 631,460

基準財政収入額
性  質  別  歳  出  の  状  況　　（単位 千円・％） 目  的  別  歳  出  の  状  況　　（単位　千円・％） 基準財政需要額

標準税収入額等

区　分 経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区　分 決算額(A) 構成比 (A)のうち普通建設事業費 標準財政規模

人件費 18,123,149 26.6 議会費 509,534 0.4 52,723 財政力指数 

  うち職員給 - - 総務費 10,331,562 7.9 120,409 実質収支比率（％）

扶助費 12,786,975 18.8 民生費 72,184,080 55.1 181,316 経常一般財源等比率（％）

健
全
化
判

断
比
率

公債費 8,016,717 11.8 衛生費 10,302,378 7.9

68,835

370,120 公債費負担比率（％）

内
訳

7,994,946 11.8 労働費 160,343 0.1 - 

57.2 商工費 865,682 0.6

21,771 0.0 農林水産業費 198,755 0.2

- 

物件費 8,844,392 13.0 土木費 10,485,304 8.0 4,396,369

（義務的経費計） 38,926,841

維持補修費 457,294 0.7 消防費 3,380,679 2.6 406,864 積
立
金

現
在
高

補助費等 8,208,902 12.1 教育費 13,913,191 10.6 1,858,365

　うち一部組合負担金 775,232 1.1 災害復旧費 - - - 

繰出金 8,862,309 13.0 公債費 8,711,206 6.6 - 地方債現在高

積立金 - - 諸支出金 - - - うち公的資金
投資・出資金・貸付金 593,558 0.9 前年度繰上充用金 - - - 

債

務

負

担

行

為

額

（

支

出

予

定

額
）

前年度繰上充用金 歳　出　合　計 131,042,714 100.0 7,455,001

投資的経費 経 常 経 費 充 当 一 般 財 源 等 計 合計 18,069,305 会

計

の

状

況

国

民

健

康

保

険

事

業

実質収支

　うち人件費 65,893,296 下水道 4,228,700 再差引収支

内
 
 
訳

経　常　収　支　比　率 病院 1,606,600 加入世帯数(世帯） 収益事業収入

96.8 上水道 295,392 被保険者数（人） 土地開発基金現在高

市町村民税
　現年分：計 99.4：98.7

（減収補てん債（特例
分）及び臨時財政対策
債除く）

介護サービス - 

被保険
者一人
当り

保険税（料）収入額 119

99.5：98.7歳　入　一　般　財　源　等 その他 9,026,047
国庫支出金 2

99.7：98.5

歳 出 合 計 78,741,891 純固定資産税
　現年分：計 99.7：98.5

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

現
年
：
計

徴
収
率
　
％

国民健康保険 2,912,566


